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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリカーボネート樹脂と、オクタメチルシクロテトラシロキサンにより表面処理された
体積平均粒子径が１～５００ｎｍの水酸化マグネシウム粒子と、硼酸亜鉛と、を含有する
難燃性樹脂組成物。
【請求項２】
　アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン樹脂をさらに含有する請求項１に記載の難燃
性樹脂組成物。
【請求項３】
　前記アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン樹脂が塊状重合法により合成されたもの
である請求項２に記載の難燃性樹脂組成物。
【請求項４】
　オルガノシロキサンをさらに含有する請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の難燃
性樹脂組成物。
【請求項５】
　請求項１～請求項４のいずれか１項に記載の難燃性樹脂組成物を含有し、ＵＬ－９４試
験による難燃性がＨＢ以上である難燃性樹脂成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、樹脂に難燃性粒子を混合した難燃性樹脂組成物及び難燃性樹脂成形品に関す
るものである。
【背景技術】
【０００２】
　難燃性が要求されるプリンターや複写機の外装カバー材料は、ポリカーボネート（ＰＣ
）樹脂／ＡＢＳ樹脂のブレンド物、ＰＣ／ポリスチレン（ＰＳ）などＰＣを中心材料とし
て用いている。ＰＣはコスト高と加工性に難があるため、ブレンド物中のＡＢＳ樹脂含有
量を増加できればよい。そのためには、特にＡＢＳ樹脂の難燃化が必要となる。
【０００３】
　現在主に用いられる難燃性付与材料としてはブロム系とリン系剤が挙げられるが両者は
環境負荷を生じる。環境に適合する難燃性付与材料としては、シリコーン系材料、金属水
和物、窒素系材料などがある。しかし、ポリカーボネート樹脂・ＡＢＳ樹脂（ＰＳ樹脂）
では、その難燃性付与材料に選択性があり、双方の樹脂に共通に用いることのできる難燃
性付与材料を見出すことは実用上困難であった。
　ポリカーボネートに有効な難燃剤としてオルガノシロキサンがあり、（１）シリコーン
を共重合させたＰＣ（例　ＧＥ製ＥＸＬ９３３０）、（２）シリコーンを添加したＰＣ（
例　住友ダウＳＤ　ＰＯＬＹＣＡ８７６－２０）が知られている。
また、シリコーンにより難燃化されたＰＣと硼酸の混合物が検討されている（例えば、特
許文献１乃至３参照。）。
　一方、（３）水酸化マグネシウムで難燃化されたＡＢＳが知られている。また、（４）
ＰＣをシリコーン共重合体で難燃化しＡＢＳとブレンドした材料（例　出光興産ＡＣ１０
７０）が知られている。
【０００４】
　しかし、（１）の材料は流動性が悪くカバー材として成形加工性が悪い。（２）は難燃
安定性が悪く、（４）は湿度安定性が悪い。（３）の金属水酸化物配合材では、難燃性獲
得のため難燃性付与材料の多量配合が必要となり樹脂の持つ力学性能などの低下、成形性
の悪化などの問題点がある。
【特許文献１】特開平５－２０２２８０号公報
【特許文献２】特開平１１－１７２０６３号公報
【特許文献３】特開平１１－３４３４００号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明者等は、シリコーンにより難燃化されたＰＣと金属水和物（水酸化マグネシウム
＝水マグ）のブレンド材の検討を行った。その結果、前記ＡＢＳに含まれる水マグは水酸
基を有しアルカリ性を示すためＰＣとＡＢＳとの混練時にＰＣが加水分解し発泡現象を起
こすことを見いだした。また、ＡＢＳ難燃化には多量の水マグを添加する必要があり樹脂
組成物の混練負荷が増大した。
　本発明は、上記従来の問題点に鑑みてなされたものであり、優れた難燃性を示しポリカ
ーボネート樹脂の発泡現象を抑制可能な難燃性樹脂組成物及びそれを用いた難燃性樹脂成
形品を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　即ち、本発明は、
＜１＞　ポリカーボネート樹脂と、オクタメチルシクロテトラシロキサンにより表面処理
された体積平均粒子径が１～５００ｎｍの水酸化マグネシウム粒子と、硼酸亜鉛と、を含
有する難燃性樹脂組成物である。
【０００７】
　＜２＞　アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン樹脂をさらに含有する＜１＞に記載
の難燃性樹脂組成物である。
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【０００８】
　＜３＞　前記アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン樹脂が塊状重合法により合成さ
れたものである＜２＞に記載の難燃性樹脂組成物である。
【０００９】
　＜４＞　オルガノシロキサンをさらに含有する＜１＞乃至＜３＞のいずれか１つに記載
の難燃性樹脂組成物である。
【００１２】
　＜５＞　＜１＞～＜４＞のいずれか１つに記載の難燃性樹脂組成物を含有し、ＵＬ－９
４試験による難燃性がＨＢ以上である難燃性樹脂成形品である。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、ポリカーボネート樹脂の発泡現象を抑制可能な難燃性樹脂組成物及び
それを用いた難燃性樹脂成形品を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明の難燃性樹脂組成物及び難燃性樹脂成形品について詳細に説明する。
＜難燃性樹脂組成物＞
　本発明の難燃性樹脂組成物は、ポリカーボネート樹脂と、金属水和物（以下、水和金属
化合物と称することがある。）を含み有機化合物又はシリコーンを含む被覆層が形成され
た体積平均粒子径が１～５００ｎｍの難燃性粒子と、難燃助剤と、を含有する。
【００１５】
　上述のように、ポリカーボネート樹脂はアルカリ性物質と触れることにより発泡するこ
とがある。本発明の難燃性樹脂組成物に用いられる難燃性粒子はアルカリ性物質である金
属水和物を含むが、該難燃性粒子の表面には有機化合物又はシリコーンを含む被覆層が形
成されているため金属水和物とポリカーボネート樹脂との接触を防ぐことができる。その
ため、本発明の難燃性樹脂組成物はポリカーボネート樹脂の加水分解及びそれに伴う発泡
を防ぐことができる。
【００１６】
　なお、本発明において難燃性粒子とは、ポリカーボネート樹脂１００質量部中に難燃性
粒子を５質量部含有させた時に、ＩＳＯ５６６０－１に規定する最高発熱速度が難燃性粒
子を含む前と比較して２５％以上減少させることのできる粒子をいう。
【００１７】
　また、従来難燃剤として使用されている水和金属化合物などの難燃性の粒子では、その
他の有機系難燃化合物と比較して同等の難燃性を得るために多量にマトリックス樹脂中に
配合させなければならず、これによりポリマー物性が著しく低下する。このため、ポリマ
ー物性の低下を防ぐためには、難燃剤の低充填化が必要である。前記低充填化の方法の一
つとして、難燃性の粒子をさらにナノサイズに微粒子化することにより、粒子の比表面積
を増加させ、その結果、ポリマーとの接触面積を増加させることで、少量の添加でも従来
のハロゲン系難燃剤に匹敵する難燃性能を発現させることができると共に樹脂の機械的物
性の悪化を防ぐことができる。
【００１８】
　すなわち、前記難燃剤として使用される水和金属化合物には、燃焼時に熱分解して水を
放出することで燃焼時の熱量を低下させる効果と、燃焼時にポリマーから発する燃焼ガス
を希釈する効果との二つの効果がある。そして、通常その効果は多量に充填しないと十分
な難燃剤が出現しないことが知られているが、これらの現象は、あくまで従来のマイクロ
サイズ粒径の水和金属化合物における現象である。
【００１９】
　本発明者等は、難燃剤の粒径をナノサイズにすることで熱量を低下させる効果と燃焼時
にポリマーから発する燃焼ガスを希釈する効果とをより緻密に、かつ効果的に働かせるこ
とができることを見出した。
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【００２０】
　一方、ポリマーへの難燃剤添加による樹脂難燃化においては、難燃剤を一つではなくい
くつか併用して用いる場合がほとんどあり、その場合に樹脂に対する配合量の多いものが
主たる難燃剤であり、その主たる難燃剤の難燃効果をさらに高めるため少量添加されるも
のとして難燃助剤がある。
【００２１】
　例えば、臭素系難燃剤に対する難燃助剤が酸化アンチモン化合物であり、主たる臭素系
難燃剤に対し、燃焼時に臭素と反応性を持つ酸化アンチモン化合物がさらに難燃性能を高
める。この場合、難燃助剤は臭素系難燃剤と反応し、吸熱効果を持つとされており、難燃
剤と組合せてさらなる相乗効果を得るために使用されるものである。
【００２２】
　一方、難燃助剤の中には、積極的に炭化し、燃焼時にポリマー表面を覆い酸素を遮断す
る効果と、ポリマーから発せられる可燃物を遮断する二つの効果とを持つものがある。こ
のような化合物をチャー形成化合物といい、その難燃効果は、前記水和金属化合物の持つ
難燃効果と異なるものである。
【００２３】
　本発明においては、これら水和金属化合物とチャー形成化合物（難燃助剤）との異なる
二つの効果を組合せることにより、さらなる難燃効果の向上が見出された。
　具体的には、ナノサイズの水和金属化合物とチャー形成化合物とを併用した場合には、
前記水和金属化合物をナノサイズにした優位性とチャー形成化合物の持つ元々の効果とを
組合せることで、従来のマイクロサイズ水和金属化合物とチャー形成化合物との組合せ効
果より、さらに難燃性の向上が可能であることがわかった。これは、水和金属化合物がナ
ノサイズであるがために、ポリマー中におけるチャー形成化合物との距離が非常に近くな
るためであると考えられる。
【００２４】
　さらに本発明においては、難燃剤としてナノサイズの金属水和物とチャーを形成し得る
難燃助剤とを使用することで、前記のような両者の複合効果により、燃焼時に有害なガス
が発生せず、かつリサイクル時の環境負荷の小さな難燃性樹脂組成物を得ることができる
ことも明らかとなった。
【００２５】
　以下、本発明の難燃性樹脂組成物の構成等について説明する。
－難燃性粒子－
　金属水和物を含んでなる本発明の難燃性粒子の体積平均粒子径は、１～５００ｎｍの範
囲である。また、難燃性粒子の体積平均粒子径は１～２００ｎｍの範囲であることが好ま
しく、５～２００ｎｍの範囲であることがより好ましく、１０～２００ｎｍの範囲（特に
１０～１００ｎｍ）であることがさらに好ましい。
【００２６】
　難燃性粒子の体積平均粒子径が１ｎｍより小さいと、難燃性保持能が低下してしまう。
また、５００ｎｍより大きいと、市販の体積平均粒子径が１μｍの難燃性粒子と同等の特
性となり、難燃性を得るために多量に添加することが必要となってしまう。
【００２７】
　また、体積平均粒子径が前記範囲の難燃性粒子は、ポリカーボネート樹脂中に均一に分
散する。さらに、難燃性粒子の体積平均粒子径がナノメーターサイズであると、微細な複
合体を形成できることと相まって、透明性の高い難燃性樹脂組成物を得ることができる。
【００２８】
　前記金属水和物としては、例えば、Ｍｇ、Ｃａ、Ａｌ、Ｆｅ、Ｚｎ、Ｂａ、Ｃｕ及びＮ
ｉから選択される少なくとも１種類の金属の水和物を用いることができる。これらの金属
の水和物は微粒子化が容易であり、また水和物として安定であるだけでなく、加熱による
吸熱性、脱水反応性に優れるため優れた難燃効果を発揮する。上記金属水和物の中では、
Ｍｇ、Ａｌ、Ｃａの水和物が特に好ましい。
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【００２９】
　金属の水和物としては、難燃成分を保持するものであれば特に制限されないが、具体的
には、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化カルシウム、水酸化鉄、水酸化
亜鉛、水酸化銅、水酸化ニッケルなどの金属水和物；アルミン酸カルシウム、２水和石膏
、ホウ酸亜鉛及びメタホウ酸バリウムの水和物などからなるもの；等が例示される。さら
に、これらの複合化水和物も好適に使用される。これらの中では、水酸化マグネシウム、
水酸化アルミニウム及び水酸化カルシウムが好ましい。
【００３０】
　また、前記金属水和物としては、Ｃａ、Ａｌ、Ｆｅ、Ｚｎ、Ｂａ、Ｃｕ及びＮｉから選
択される少なくとも１種とＭｇとを含む金属（複合金属）の水和物を用いることもできる
。このようにＭｇ金属を必須としてこれに各種金属を複合化させた場合、難燃効果の向上
を図ることができる。例えば、ＭｇとＮｉやＦｅとを複合化させると、燃焼時に気化した
樹脂成分に由来する炭化水素中の水素を引き抜く作用を生じ、樹脂組成物の難燃化効果、
低発煙化効果を高めることができる。また、ＭｇとＡｌとを複合化させると、燃焼時の水
放出温度を調整して難燃効果を向上させることができる。
【００３１】
　Ｃａ、Ａｌ、Ｆｅ、Ｚｎ、Ｂａ、Ｃｕ及びＮｉから選択される少なくとも１種とＭｇと
を含む金属の水和物が用いられる場合、該金属の水和物は、下記一般式（１）で示される
。
　　　　　　ＭｇＭｘ・（ＯＨ）ｙ　・・・　一般式（１）
　上式において、ＭはＣａ、Ａｌ、Ｆｅ、Ｚｎ、Ｂａ、Ｃｕ及びＮｉから選択される少な
くとも１種の金属を表し、ｘは０．１～１０の実数、ｙは２～３２の整数を表す。
【００３２】
　ＭｇＭｘとしては、ＭｇＡｌｘ、ＭｇＣａｘ、ＭｇＺｎｘ、ＭｇＦｅｘ、Ｍｇ（Ａｌ・
Ｃａ）ｘが好ましく用いられる。
【００３３】
　本発明に用いられる難燃性粒子は表面に被覆層が形成されている。該難燃性粒子をトル
エン中に分散させたときの全光線透過率は７０％以上であることが好ましい。難燃性粒子
をヘキサン中に分散させたときの全光線透過率は難燃性粒子の表面状態の目安となり、全
光線透過率が７０％以上であれば難燃性粒子の表面が被覆層により十分に覆われていると
いえる。
　難燃性粒子０．１質量部をトルエン１００質量部中に１０分間超音波処理して分散させ
、その分散液を石英１０ｍｍ角セルに入れて、可視光分光光度計（島津製作所製ＵＶ－３
６００）を用いて、波長５５０ｎｍの直線光についての透過率を測定し、その値を全光線
透過率とした。
【００３４】
　難燃性粒子の表面に被覆層を形成することにより、ポリカーボネート樹脂中の難燃性粒
子の分散性を向上することができる。
【００３５】
　本発明に係る難燃性粒子の表面には有機化合物またはシリコーンを含む被覆層が形成さ
れる。
【００３６】
　前記有機化合物としては、特に制限されないが、前記難燃性粒子と結合可能な有機基を
有するものであることが好ましい。このような有機基を難燃性粒子に結合させることによ
り、難燃性粒子表面に薄層の有機層を均一に形成することができる。
【００３７】
　前記有機化合物としては、前記有機基の末端に難燃性粒子と結合を形成するための結合
性基を有したものが好ましい。
　上記結合性基としては、例えば、ヒドロキシル基、リン酸基、ホスホニウム塩基、アミ
ノ基、硫酸基、スルホン酸基、カルボキシル基、親水性複素環基、多糖基（ソルビトール
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、ソルビット、ソルビタン、ショ糖エステル、ソルビタンエステル残基など）、ポリエー
テル基（ポリオキシエチレン、ポリオキシプロピレン基などのアルキレンの炭素数が２～
４のポリオキシアルキレン基など）、加水分解性基（メトキシ、エトキシ、プロポキシ、
イソプロポキシ、ブトキシ基などの炭素数が１～４のアルコキシ基、ハロゲン原子（臭素
、塩素原子など）などが挙げられる。
【００３８】
　なお、結合性基がアニオン性基（硫酸基、スルホン酸基、カルボキシル基など）の場合
、種々の塩基と塩を形成していてもよい。該塩基としては、無機塩基（例えば、カルシウ
ム、マグネシウムなどのアルカリ土類金属、ナトリウム、カリウムなどのアルカリ金属、
アンモニアなど）、有機塩基（例えば、アミン類など）が挙げられる。また、結合性基が
カチオン性基（例えば、アミノ基）の場合には、酸、例えば無機酸（塩酸、硫酸など）、
有機酸（酢酸など）と塩を形成してもよい。さらに、上記カチオン性基は、アニオン性基
（特に、カルボキシル基、硫酸基）と塩を形成してもよい。また、結合性基として、カチ
オン性基及びアニオン性基の両方を有していてもよい。
【００３９】
　このように、好ましい結合性基には、イオン性基（アニオン性基、カチオン性基）、加
水分解性基が含まれ、難燃性粒子と形成される結合は、イオン結合であっても共有結合で
あってもよい。
【００４０】
　前記有機化合物の有機基としては、界面活性剤の疎水性基等として作用する基（例えば
、高級脂肪酸残基、高級アルコール残基、アルキル－アリール基など）やポリアミノ酸残
基等が挙げられる。
　上記高級脂肪酸残基としては、例えば、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ア
ラキン酸、ベヘニン酸、リグノセリン酸、セロチン酸、カプリル酸、カプリン酸、ダチュ
リン酸、ステアリン酸、モンタン酸、メリシン酸などの炭素数８～３０の飽和脂肪酸（好
ましくは炭素数１０～２８の飽和脂肪酸、さらに好ましくは１２～２６の飽和脂肪酸）；
エライジン酸、リノール酸、リノレン酸、リンデル酸、マッコウ酸、オレイン酸、ガドレ
イン酸、エルカ酸、ブラシジン酸などの炭素数が１２～３０の不飽和脂肪酸（好ましくは
炭素数が１４～２８の不飽和脂肪酸、さらに好ましくは炭素数が１４～２６の不飽和脂肪
酸）などの残基が挙げられる。
【００４１】
　また、前記高級アルコール残基としては、例えば、オクチル、ノニル、ドデシル、テト
ラデシル、ヘキサデシル（セチル）、オクタデシルなどの炭素数が８～２４の高級脂肪ア
ルコール残基、好ましくは炭素数が１０～２２の高級アルコール残基、さらに好ましくは
炭素数が１２～２０の高級アルコール残基などが挙げられる。
【００４２】
　また、前記アルキル－アリール基としては、例えば、ヘキシルフェニル、オクチルフェ
ニル、ノニルフェニル、デシルフェニル、ドデシルフェニル、イソプロピルフェニル、ブ
チルフェニル、アミルフェニル、テトラデシルフェニルなどのアルキル－アリール基（好
ましくは炭素数が１～２０のアルキル－炭素数が６～１８のアリール基、さらに好ましく
は炭素数が６～１８のアルキル－炭素数が６～１２のアリール基、特に炭素数が６～１６
のアルキル－フェニル基）などが挙げられる。
【００４３】
　これらの疎水性基には、種々の置換基（例えば、炭素数が１～４のアルキル基など）が
置換していてもよい。
【００４４】
　また、前記シリコーンとしては、シロキサン結合を有するものであれば特に限定されな
いが、下記一般式（２）で示されるような環状オルガノシロキサン化合物の重合体を用い
ることが好ましい。
【００４５】
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【化１】

【００４６】
　上記式中、ｎは３～８の整数を表す。ｎの数が小さいほど沸点が低く、揮発して難燃性
粒子に吸着する量が多くなり、ｎが７を超えると揮発しにくくなり被覆処理が不充分とな
るため好ましくない。また特にｎ＝４、５又は６であるとその立体的な性質から重合しや
すく最も適している。
【００４７】
　本発明においては、前記一般式（２）で示される環状オルガノシロキサン化合物（ａ）
、（ｂ）のうちのいずれか、または２種を組み合わせて用いることができる。重合体の重
合度（繰り返し単位数）は１０～１０００の範囲であることが好ましく１０～１００の範
囲がより好ましい。また、被覆層としては、上記重合体と前記有機化合物とを組み合わせ
て用いてもよい。
【００４８】
　被覆層として、上記のような低表面エネルギーのシリコーンを用いることにより、難燃
性粒子をポリカーボネート樹脂と混合した場合に樹脂の極端な可塑化が起こりにくくなる
。
　また、難燃性樹脂組成物としたときに、燃焼時に表面のポリシリコーン層がバリア層を
形成するが、粒子表面にポリシリコーン層を形成することで、金属水和物粒子より放出さ
れる水分がバリア層を発泡させるため、バリア層の断熱性を高め難燃効果を向上させるこ
とができる。
【００４９】
　本発明に係る難燃性粒子における有機化合物による表面被覆量は、金属水和物に対して
１～２００質量％の範囲であることが好ましく、２０～１００質量％の範囲であることが
より好ましく、３０～８０質量％の範囲であることがさらに好ましい。被覆量が１質量％
に満たないと、ポリカーボネート樹脂中で凝集物が生成し、分散が不均一になってしまう
場合がある。また、２００質量％を超えると、ポリカーボネート樹脂に分散したとき樹脂
が可塑化してしまう場合がある。
【００５０】
　また、難燃性粒子におけるシリコーンによる表面被覆量は、金属水和物に対して２０～
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２００質量％の範囲であることが好ましく、２０～８０質量％の範囲であることがより好
ましい。被覆量が２０質量％に満たないと、ポリカーボネート樹脂中で凝集物が生成し、
分散が不均一になってしまう場合がある。また、２００質量％を超えると、ポリカーボネ
ート樹脂に分散したとき樹脂が可塑化してしまう場合がある。
　なお、被覆層の均一性は、難燃性粒子を透過型電子顕微鏡で観察することにより確認す
ることができる。
【００５１】
　また、本発明における難燃性粒子の分散度は、０．１～３．０の範囲が好ましく、０．
１～１．０の範囲がさらに好ましく、０．１～０．８の範囲が特に好ましい。
　分散度が小さいことは、難燃性粒子の粒度分布が狭いこと、すなわち粒子の大きさがよ
り均一であることを示しており、分散度が前記範囲にあると樹脂に分散した場合の難燃性
、機械的特性も均一となる。
【００５２】
　なお、前記体積平均粒子径、分散度は、レーザードップラーヘテロダイン型粒度分布計
（ＵＰＡ日機装株式会社製、ＭＩＣＲＯＴＲＡＣ－ＵＰＡ１５０）により測定した（以下
同様である）。具体的には、測定された粒度分布を基にして、体積について小粒径側から
累積分布を引いて、累積５０％となる粒径を体積平均粒子径とした。また、質量について
粒度分布を引いて、小粒径側から累積９０％となる粒径をＤ90、累積１０％となる粒径を
Ｄ10としたとき、分散度は下記式で定義される。この測定法については、以下同様である
。
　　　　　分散度＝ｌｏｇ（Ｄ90／Ｄ10）
【００５３】
　前記表面被覆した難燃性粒子の製造方法は、上記構成、特性を満足させることができる
方法であれば特に制限されないが、例えば、有機化合物金属塩及び分散剤を溶解させた水
溶液中に金属水和物粒子を分散させ、その表面に有機化合物層を形成する方法、金属水和
物粒子表面に有機シロキサン化合物の気化物を作用させ、ポリシリコーン化合物層を形成
する方法、さらにアルキル酸金属塩を有機溶媒に展開して逆ミセルを形成し、金属イオン
を金属酸化物として表面被覆粒子を形成する方法などが挙げられる。これらの方法は、特
願２００５－４９００９号公報、特願２００５－４９０１０号公報、特願２００５－４９
０１１号公報に詳しい。
【００５４】
　本発明の難燃性樹脂組成物における前記難燃性粒子の配合量は、ポリカーボネート樹脂
及び必要に応じて用いられるＡＢＳ樹脂の合計量１００質量部に対して５～１５０質量部
の範囲であることが好ましく、２５～１００質量部の範囲であることがより好ましい。
【００５５】
＜難燃助剤＞
　本発明に用いられる難燃助剤は特に限定されるものではないが、ホウ酸系難燃助剤、ア
ンモニウム系難燃助剤、無機系難燃助剤、窒素系難燃助剤、有機系難燃助剤及びコロイド
系難燃助剤から選択される少なくとも一種であることが好ましい。
　ホウ酸系難燃助剤の具体例としては、例えば、ホウ酸亜鉛水和物、メタホウ酸バリウム
、ほう砂などのホウ酸を含有する化合物が挙げられる。難燃助剤としてホウ酸を含有する
化合物を用いると、この化合物により水酸化マグネシウム等の金属水和物から生じるアル
カリ性水分をホウ酸の酸が中和することで本発明の難燃性樹脂組成物の加工時における発
泡現象を防止することができる。また、ホウ酸を含有する化合物はそれ自体が難燃性付与
効果を有するため、難燃性微粒子の添加量を減らすことができる。
　アンモニウム系難燃助剤としては、例えば、硫酸アンモニウム等のアンモニア化合物が
挙げられる。
　無機系難燃助剤としては、例えば、フェロセンなどの酸化鉄系燃焼触媒、酸化チタンな
どのチタンを含有する化合物、スルファミン酸グアニジンなどのグアニジン系化合物、さ
らに、ジルコニウム系化合物、モリブデン系化合物、錫系化合物、炭酸カリウムなどの炭
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酸塩化合物、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウムなどの金属水和物及びその変性物
が挙げられる。
　窒素系難燃助剤としては、例えば、トリアジン環を有するシアヌレート化合物が挙げら
れる。
【００５６】
　有機系難燃助剤としては、例えば、無水クロレンド酸、無水フタル酸、ビスフェノール
Ａを含有する化合物、グリシジルエーテルなどのグリシジル化合物、ジエチレングリコー
ル、ペンタエリスリトールなどの多価アルコール、変性カルバミド、シリコーンオイル、
オルガノシロキサン等のシリコーン化合物が挙げられる。
　コロイド系難燃助剤としては、例えば、従来から使用されている難燃性を持つ水酸化ア
ルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化カルシウムなどの金属水和物、アルミン酸化カ
ルシウム、２水和石膏、ホウ酸亜鉛、メタホウ酸バリウム、ホウ砂、カオリンクレーなど
の水和物、硝酸ナトリウムなどの硝酸化合物、モリブデン化合物、ジルコニウム化合物、
アンチモン化合物、ドーソナイト、プロゴパイトなどの難燃性化合物のコロイドが挙げら
れる。
【００５７】
　以上の各種難燃助剤の多くは、水溶性又は親水性のものであり、１種単独で使用しても
よく、２種以上を併用してもよい。前記難燃助剤は、比較的少ない量で優れた難燃効果が
得られる点などから、ホウ酸系難燃助剤、無機系難燃助剤、窒素系難燃助剤、有機系難燃
助剤及びコロイド系難燃助剤から選択される少なくとも１種が好ましく、ホウ酸系難燃助
剤がさらに好ましい。
【００５８】
　本発明の難燃性樹脂組成物中における難燃助剤の含有量は、ポリカーボネート樹脂及び
必要に応じて用いられるＡＢＳ樹脂の合計量１００質量部に対して０．１～５０質量部の
範囲であることが好ましく、１～３５質量部の範囲であることがより好ましい。
【００５９】
－ポリカーボネート樹脂－
　本発明に用いられるポリカーボネート樹脂の種類は特に限定されるものではなく、市販
の樹脂を適宜選択して用いることができる。市販品のポリカーボネート樹脂には難燃剤と
してオルガノシロキサンを含むものもあり特に好ましく用いることができる。また、アル
コール成分及びジカルボン酸成分と共にシリコーンを共重合させて得られたポリカーボネ
ート樹脂を用いてもよい。オルガノシロキサンを含むポリカーボネート樹脂を用いること
により本発明の難燃性樹脂組成物にオルガノシロキサンを含有させることができる。
市販のポリカーボネート樹脂としては、例えば、１）シリコーンを共重合させたポリカー
ボネート樹脂（例　ＧＥ製ＥＸＬ９３３０）、（２）シリコーンを添加したポリカーボネ
ート樹脂（例　住友ダウＳＤ　ＰＯＬＹＣＡ８７６－２０）等が挙げられる。
　ポリカーボネート樹脂を構成する繰り返し単位としては、（-O-R-OCO-）を有するもの
であれば良く、そのR部分は、ジフェニルプロパン、P－キシレンなどが挙げられる。-O-R
-Oは、ジオキシ化合物であれば特に限定されるものではない。
【００６０】
　本発明の難燃性樹脂組成物には、ポリカーボネート樹脂の難燃剤としてオルガノシロキ
サンをさらに添加してもよい。オルガノシロキサンの具体例としては、例えば、ジメチル
シリコーン、ジメチルエチルシリコーン、ジエチルシリコーン、ジフェニルシリコーン、
ジメチルフェニルシリコーン、ジエチルフェニルシリコーン等が好ましく、さらに好まし
くはジメチルシリコーンである。
　本発明の難燃性樹脂組成物に含まれるオルガノシロキサンの含有量は、ポリカーボネー
ト樹脂及び必要に応じて用いられるＡＢＳ樹脂の合計量１００質量部に対して０．１～１
０質量部が好ましく、０．３～６質量部がさらに好ましい。
【００６１】
－ＡＢＳ樹脂－
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　本発明の難燃性樹脂組成物には、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン（ＡＢＳ）
樹脂を併用することもできる。ＡＢＳ樹脂の種類は特に限定されるものではなく、市販の
樹脂を適宜選択して用いることができるが、塊状重合法により製造されたＡＢＳ樹脂が好
ましい。塊状重合（ソープフリー）により製造されたＡＢＳ樹脂は乳化剤などの残渣を含
まないため、ＡＢＳ樹脂自信の難燃性が向上し、その結果として難燃性粒子、難燃助剤等
の添加量を低減できる。塊状重合にて作製したABSは、ABS以外の不純物量がABS100質量部
に対して、０．５質量部以下が望ましい。
【００６２】
　ＡＢＳ樹脂を併用する場合、ポリカーボネート樹脂１００質量部に対するＡＢＳ樹脂の
配合量が１０～７０質量部であることが好ましく、２０～６０質量部であることがさらに
好ましい。
【００６３】
　本発明の難燃性樹脂組成物には、通常配合される安定剤などを配合させることができる
。これらは特に限定されるものではないが、例えば、橋掛け剤、橋掛け促進剤、橋掛け促
進助剤、活性剤、橋掛け抑制剤、老化防止剤、酸化防止剤、オゾン劣化防止剤、紫外線吸
収剤、光安定剤、粘着付与剤、可塑剤、軟化剤、補強剤、強化剤、発泡剤、発泡助剤、安
定剤、滑剤、離型剤、帯電防止剤、変性剤、着色剤、カップリング剤、防腐剤、防カビ剤
、改質剤、接着剤、付香剤、重合触媒、重合開始剤、重合禁止剤、重合抑制剤、重合調整
剤、結晶核剤、相溶化剤、分散剤、消泡剤などが挙げられる。
　これらは、単独もしくは２つ以上で複合して使用することができる。
【００６４】
　また、本発明の難燃性樹脂組成物には、前記難燃性微粒子、難燃助剤だけではなく、さ
らに粒子径の大きい難燃剤を併用することができる。これにより、ポリマーマトリックス
中において大きな粒子同志の隙間を小さな難燃性微粒子が埋める石垣のような効果により
、隙間なくマトリックス樹脂中に難燃性物質を行き渡らせることができる。そのため、難
燃性はさらに向上する。
【００６５】
　前記難燃剤としては、体積平均粒子径が０．５μｍよりも大きく５０μｍ以下であるも
のが好ましく、０．５μｍよりも大きく３０μｍ以下であるものがより好ましい。体積平
均粒子径が０．５μｍ以下であると、粒子が小さすぎて前記石垣のような構造を採ること
ができない場合がある。５０μｍより大きいと、ポリマーの機械的特性を低下させる原因
となる場合がある。
【００６６】
　前記難燃剤としては、特に制限されないが、水和金属化合物、無機水和物、窒素含有化
合物、及び珪素含有無機充填剤から選択される１種以上を用いることが好ましい。
　前記水和金属化合物としては、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、及び水酸化
カルシウムのうちから選択されるいずれかであることが好ましい。また、前記無機水和物
としては、アルミン酸化カルシウム、２水和石膏、ホウ酸亜鉛、メタホウ酸バリウム、ホ
ウ砂、及びカオリンクレーのうちから選択されるいずれかであることが好ましい。また、
前記窒素含有化合物は硝酸ナトリウムであることが好ましい。さらに、前記珪素含有無機
充填剤は、モリブデン化合物、ジルコニウム化合物、アンチモン化合物、ドーソナイト、
プロゴパイト、及びスメクタイト等から選択されるいずれかであることが好ましい。
【００６７】
　上記難燃剤は１種単独で用いてもよいし、２種以上を混合して用いてもよい。また、上
記難燃性化合物としては、前記難燃性微粒子に用いられる無機微粒子を構成する化合物と
同一であっても、異なってもよい。
【００６８】
　前記難燃剤の含有量は、前記難燃性粒子１００質量部に対し、０．１～２００質量部の
範囲であることが好ましく、０．１～５０質量部の範囲であることがより好ましい。含有
量が０．１質量部に満たないと、含有量が少なすぎ前記石垣のような構造を採ることがで
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きない場合がある。２００質量部を超えると、難燃剤の量が多くなりすぎポリマーの機械
的特性が低下する場合がある。
【００６９】
　また、本発明の難燃性樹脂組成物には、前記難燃性粒子、難燃助剤だけでなく、有機化
処理したスメクタイト類を併用することができる。これにより、マトリックス樹脂中にお
いて大きなアスペクト比のスメクタイト類粒子同志の隙間を小さな難燃性微粒子が埋める
点と線のような効果により、隙間なくマトリックス樹脂中に難燃性粒子を行き渡らせるこ
とができる。そのため、難燃性はさらに向上する。
【００７０】
　付け加えるに、前記有機化処理したスメクタイト類が樹脂中に分散した際にその樹脂は
透明になり、本発明の難燃性粒子が可視光波長以下の大きさであり、かつ、樹脂に配合す
る際にも均一に分散するため、その併用配合樹脂は透明性に優れる。
【００７１】
　本発明の難燃性樹脂組成物は、以上述べた難燃性粒子、難燃助剤、ポリカーボネート樹
脂及び必要に応じて用いられるＡＢＳ樹脂などを混合し、これを混練機で混練することに
より得ることができる。
　上記混練機としては、特に制限されないが、３本ロールや２本ロールを用い、せん断応
力と位置交換の繰り返しによって、難燃性微粒子を分散させる方法、及びニーダー、バン
バリーミキサー、インターミックス、１軸押出機、２軸押出機を用い、分散機壁面の衝突
力やせん断力によって分散させる方法が、高い分散性を得る観点から好ましく用いられる
。
【００７２】
　混練温度はポリカーボネート樹脂、難燃性粒子などの添加量等によって異なるが、５０
～４５０℃の範囲が好ましく、６０～３８０℃の範囲がより好ましい。
【００７３】
　一方、本発明における難燃性粒子は、表面に被覆層を有していることから、前記ニーダ
ー、２軸押出機及びロールなどの機械的混合のみならず、ポリカーボネート樹脂が溶解す
る、もしくは膨潤する溶液中においても樹脂と均一分散させることができる。
【００７４】
　また、重合による樹脂製造の過程において、重合溶媒とともに本発明に係る難燃性粒子
を混合することも可能である。このように樹脂への分散において大きな自由度を持つため
、ペレット、繊維、フィルム、シート、構造物など、幅広い形状の加工品への適用が可能
となる。
【００７５】
　重合による樹脂製造の際に用いられる有機溶媒としては、特に限定されるものではなく
、メタノール、エチルホルムアミド、ニトロメタン、エタノール、アクリル酸、アセトニ
トリル、アニリン、シクロヘキサノール、ｎ－ブタノール、メチルアミン、ｎ－アミルア
ルコール、アセトン、メチルエチルケトン、クロロホルム、ベンゼン、酢酸エチル、トル
エン、ジエチルケトン、四塩化炭素、ベンゾニトリル、シクロヘキサン、イソブチルクロ
リド、ジエチルアミン、メチルシクロヘキサン、酢酸イソアミル、ｎ－オクタン、ｎ－ヘ
プタン、酢酸イソブチル、酢酸イソプロピル、メチルイソプロピルケトン、酢酸ブチル、
メチルプロピルケトン、エチルベンゼン、キシレン、テトラヒドロフラン、トリクロロエ
チレン、メチルエチルケトン、塩化メチレン、ピリジン、ｎ－ヘキサノール、イソプロピ
ルアルコール、ジメチルホルムアミド、ニトロメタン、エチレングリコール、グリセロー
ルホルムアミド、ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシドなどが挙げられる。
　これらは単独もしくは２つ以上で複合して使用することができる。
【００７６】
　また、その際の混合温度は０～２００℃の範囲、好ましくは室温から１５０℃の範囲、
特に好ましくは１０～１００℃の範囲であり、場合によっては、圧力をかけてもよいし、
かけなくてもよい。
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【００７７】
　混練または上記溶液分散後の難燃性樹脂組成物中には、難燃性微粒子が一次粒径で均一
に分散していることが好ましい。この分散状態については、難燃性樹脂組成物のシートに
ついて紫外、可視光による透過率を測定することにより、簡易に測定することができる。
【００７８】
　測定法は、テトラヒドロフラン１００ｍＬにエチレン－酢酸ビニル共重合体（三井デユ
ポン製　ＥＶ２６０）１０ｇを溶解させた溶液に、難燃剤微粒子０．５ｇを分散させた試
料溶液をガラス基板上にキャストし、６０℃にて３時間乾燥させ厚み２０μｍのフィルム
を作製し、これを試料として、紫外・可視光分光光度計にて透過率を測定するものである
。
【００７９】
　上記測定法により求めた透過率は、５５０ｎｍの測定において、４０～９０％の範囲で
あることが好ましく、６０～９０％の範囲であることがより好ましい。
【００８０】
　以上、本発明の難燃性樹脂組成物及びその製法について簡単に説明した。本発明の難燃
性樹脂組成物は、従来の難燃剤を微粒子化することにより、粒子の比表面積を増加させ、
ポリマー（マトリックス樹脂）との接触面積を増加させると共に、チャー形成化合物であ
る難燃助剤を併用することにより、少量の配合で高い難燃性能が発現されることを特徴と
している。
　また、本発明における難燃性粒子は、表面に被覆層（有機化合物又はシリコーン）を有
することで、樹脂中にさらに均一に分散させることができ、その難燃効果は向上する。
【００８１】
　しかも、本発明の難燃性樹脂組成物は、難燃性粒子の少量添加で高難燃性であるため、
機械的特性に優れるだけでなく、従来のハロゲン系やリン酸エステル系の難燃剤に比べて
環境負荷が小さく、金属水和物が熱履歴で劣化することがないためリサイクル性も高い。
さらには、用いられる難燃性粒子が可視光波長以下の大きさであり、かつ、マトリックス
樹脂に配合する際にも均一に分散するため、難燃性樹脂組成物は透明性に優れる。
【００８２】
＜難燃性樹脂成形品＞
　本発明の難燃性樹脂成形品は、ポリカーボネート樹脂と、金属水和物を含み有機化合物
又はシリコーンを含む被覆層が形成された体積平均粒子径が１～５００ｎｍの難燃性粒子
と、難燃助剤と、を含有し、ＵＬ－９４試験による難燃性がＨＢ以上のものである。本発
明の難燃性樹脂成型品は上述した本発明の難燃性樹脂組成物を成形機により成形して得る
ことができる。
　上記成形機としては、プレス成形機、インジェクション成形機、モールド成形機、ブロ
ー成形機、押出成形機、及び紡糸成形機のうちから選択される１以上の成形機を用いるこ
とができる。したがって、これらの１つにより成形を行ってもよいし、１つの成形機によ
り成形を行った後、他の成形機により続けて成形を行ってもよい。
【００８３】
　成形された本発明の難燃性樹脂成形品の形状は、シート状、棒状、糸状など特に限定さ
れるものではない。また、その大きさも制限されるものではない。
【００８４】
　本発明の難燃性樹脂成形品は、例えばシート状成形物として包装及び建材などに、また
構造物状成形物として複写機及びプリンターなどの筐体、内部部品等のＯＡ機器部品など
に用いることができる。
　ＯＡ機器部品に用いられる樹脂組成物には、（１）帯電防止性能がある、（２）変色（
黄変）しにくい、（３）難燃性能が劣化せずリサイクル性が良い、（４）金型転写性が良
く、金型汚染が少ない、（５）耐擦傷性、耐衝撃性に優れる、（６）曲げ弾性率からくる
、薄肉化が可能である、（７）長寿命である、等の特性が要求される。本発明の難燃性樹
脂組成物はこれらの要求を満たす。
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【００８５】
　以下、上記ＯＡ機器部品として、下記に例示する各々に本発明の難燃性樹脂成型品を適
用した場合の利点について説明する。
（筐体）
　本発明においては、難燃剤として金属水和物からなる難燃性粒子を使用するので、燃焼
時にハロゲン系ガス、ダイオキシン、シアン等の有毒ガスが発生せず、高度な難燃性を有
する。そして、その高度な難燃性、高曲げ弾性率及び良好な成形加工性より従来の成形品
と比較して、薄肉化が可能であるため筐体の構成材料として好ましい。また、表面処理し
た金属水和物を樹脂組成物に含有させることにより、樹脂組成物の表面抵抗を低減できる
ことから、筐体表面の帯電防止性能にも優れる。
【００８６】
　また、従来ノンハロゲン難燃樹脂組成物で使用されているのは、無機系及び有機系リン
であるが、これは加水分解性があるため、大気中の水分の影響を受けて配合された樹脂組
成物の寿命が縮まる。一方、本発明の難燃性樹脂組成物は加水分解及び熱による安定性が
良好であることから、リン系難燃剤を配合した従来ノンハロゲン難燃樹脂組成物と比較し
ても長寿命及びリサイクル性に優れる。さらに、使用中の変色（黄変）、耐擦傷性の低下
も抑制でき、耐トナー性（耐油性）にも優れるため好ましい。
【００８７】
（内部用樹脂成形品）
　本発明の難燃性樹脂成形品を内部樹脂成形品に用いる場合には、難燃性能の維持性と成
形品の寸法精度に優れるため好ましい。ＯＡ機器の内部は、例えば、トナーを溶融し定着
させるための発熱部等を有しているため、使用される樹脂にも耐熱性が要求される。特に
、湿度が高い地域で使用される場合は、樹脂成形品の耐熱性及び耐加水分解性がより要求
される。前記難燃性粒子は、熱分解性に強いため、これを混合した樹脂の難燃性の耐熱維
持性は、他の難燃剤と比較して高い。なお、従来ノンハロゲン系難燃樹脂組成物で使用さ
れているのは、無機系及び有機系リンであるが、前記のようにこれは加水分解性があり、
その樹脂組成物の寿命を縮めてしまう欠点がある。一方、本発明の難燃性樹脂組成物は耐
熱性及び耐加水分解性が良好であることから、従来のノンハロゲン難燃樹脂組成物と比較
して、寸法制度に優れ、内部用樹脂成形品として使用するのに適している。
【００８８】
（ＲＯＳフレーム）
　ＲＯＳフレームとして用いる場合には、成形品の寸法精度に優れるため好ましい。寸法
精度に優れる理由は、前記内部用樹脂成形品の場合と同様である。また、難燃性粒子の比
表面積が大きいが故に、ポリマーとの接触面積が大きい。そのため、難燃性粒子とポリカ
ーボネート樹脂等との相互作用が強くなり、本発明の難燃性樹脂組成物の成型異方性及び
熱収縮率は小さい。さらに、機械的強度及び難燃性も高い。
【実施例】
【００８９】
　　以下、本発明について実施例により具体的に説明する。但し、本発明は以下の実施例
に限定されるものではない。
（難燃性粒子の調製）
　下記実施例に用いた難燃性粒子（表１～３では「シリコーン気相処理」と記載）につい
て説明する。
　難燃性粒子として体積平均粒径が８０ｎｍの水酸化マグネシウム粒子（マグネシア５０
Ｈ、宇部マテリアル社製）２００ｇと、環状オルガノシロキサン化合物としてオクタメチ
ルシクロテトラシロキサン２００ｇとを、それぞれ別のガラス容器に秤量した。これらを
容器ごと、減圧・密閉できるデシケーター中に設置した。次いで、真空ポンプにてデシケ
ーター内圧を８０ｍｍＨｇまで減圧した後密閉した。その後、デシケーター容器ごと６０
℃環境下にて１２時間放置し処理を行った。処理後、ガラス容器より表面処理の施された
表面被覆難燃性粒子（難燃性粒子）を取り出した。
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【００９０】
　得られた表面被覆難燃性粒子の体積平均粒子径は８０ｎｍ、分散度は０．５であった。
また、表面被覆難燃性粒子を精秤して表面被覆量を算出したところ３０質量％であり、透
過型電子顕微鏡（ＦＥＩ　Ｃｏｍｐａｎｙ　ＴｅｃｎａｉＧ２）による観察でも均一に被
覆されていることが確認された。
【００９１】
＜実施例１＞
（難燃性樹脂組成物、難燃性樹脂成形品の作製）
　上述の方法により得られた難燃性粒子と、シリコーン共重合ポリカーボネート（ＰＣ）
樹脂（ＥＸＬ９３３０、ＧＥ社製；オルガノシロキサン６質量％含有）と、ＡＢＳ樹脂（
ＡＴ－０５　日本Ａ＆Ｌ社製；塊状重合品）と、難燃助剤としてホウ酸亜鉛（ＵＳＢＯＲ
ＡＸ製、ＦＬＡＭＥＢＬＡＥＫ　ＺＢ）とを、表１に示すように所定量秤量・混合した後
、２軸押出機を用いて混練してストランドをホットカットすることで、難燃性樹脂組成物
のチップを得た。得られたチップを加熱プレス（１２０℃×１０分間）にて成形すること
によって、２ｍｍ厚のシート状成形体（難燃性樹脂成形品）を得た。２軸押出機のストラ
ンド及びプレスによるシート成形品に発泡はなかった。
【００９２】
（難燃性樹脂成形品の評価）
　上記の如く作製したシート状成形体について、下記の評価を行った。
・難燃性試験（ＵＬ－９４）
　難燃性試験（ＵＬ－９４）としては、ＪＩＳ　Ｚ　２３９１（１９９９）に従い垂直燃
焼試験を行った。その試料厚みは、２ｍｍにて試験を実施した。難燃性試験合格品につい
て、最も難燃効果の高いレベルをＶ０とし、次いでＶ１、Ｖ２、ＨＢとした。一方、これ
らに達しないものを不合格とした。評価結果がＨＢであるものについては、その燃焼速度
も測定した。
【００９３】
・難燃性試験（コーンカロリメータ）
　難燃性試験（コーンカロリメータ）としては、コーンカロリメータ（（株）東洋精機製
作所製、コーンカロリメータIIIＣ３）を用い、ＩＳＯ５６６０に準拠して、輻射熱量を
５０ｋＷ／ｍ2として、燃焼時間と発熱速度との関係を調べた。
【００９４】
・機械的強度試験
　機械的強度試験としては、オートグラフ（（株）東洋精機製作所製、Ｖ１－Ｃ）を用い
、ＪＩＳ　Ｋ　７１６１（１９９４）に準拠して、常温にて引張速度を５０ｍｍ／ｍｉｎ
として、降伏点応力、曲げ弾性率を測定した。
【００９５】
・外観
　目視により、外観（透明性）について確認した。
　評価結果を表１にまとめて示す。
【００９６】
＜実施例２～９、比較例１～９＞
　表１～３に記載の組成とした以外は実施例１と同様にして難燃性樹脂組成物を作成し、
実施例と同様にして評価した。評価結果を表１～３にまとめて示す。
　なお、キスマ５Ａは水酸化マグネシウム（協和化学製、体積平均粒子径：１μｍ）を、
マグニフィンＨＶはアルベマール社のシリコーン被覆水酸化マグネシウム（体積平均粒子
径：１μｍ）を、５００Ｈは体積平均粒径が８０ｎｍの水酸化マグネシウム粒子（マグネ
シア５００Ｈ、宇部マテリアル社製）を、ＭＧＺ－３は体積平均粒子径が２００ｎｍの水
酸化マグネシウム（堺化学製）を意味する。
　比較例４，６，９のシリコーンで処理しないものは全て、２軸押出機のストランド及び
プレスによるシート成形品に発泡が見られる。それら発泡体は、非常に脆くストランドの
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状態で手で軽く押しつぶしただけでストランドの形状をとどめずに押しつぶされた。よっ
て、あまりに脆いため、荷重を支える複写機筐体としての使用には適さないためこれ以上
の評価は実施しなかった。一方、これ以外のシリコーンにて被覆した水酸化マグネシウム
を用いた評価サンプルには２軸押出機のストランド及びプレスによるシート成形品に発泡
はなかった。
【００９７】
　実施例２は実施例１の難燃性粒子２０質量部を、難燃性粒子５質量部と難燃剤（マグニ
フィンＨＶ）２０質量部とに変えて２軸押出機のストランド及びプレスによるシート成形
体を得たものであり、混練時に発泡は見られなかった。また、この成形体は体積平均粒子
計８０ｎｍの難燃性粒子と体積平均粒子径が１μｍの難燃剤とが上述した石垣のような構
造をとることで、機械的特性を損なうことなくＵＬ－９４　Ｖ－０を達成しているものと
考えられる。
【００９８】
　次に、実施例３にて実施例１のシリコーン共重合ＰＣ（ＧＥ社製ＥＸＬ９３３０）と塊
状重合ABS（日本エーアンドエル製AT-05）の比率を７０；３０であったものを３０；７０
にしたところ、UL-94Vレベルを達成できずHBレベル（燃焼速度が１０）となり、難燃性が
低下した。
　そこで、実施例４にてシリコーンにて被覆した水酸化マグネシウムを実施例３の２０質
量部から５０質量部に増加した結果、UL-94 V-0を達成し、難燃性が向上した。
　また、実施例５にて比較例３のシリコーン共重合ＰＣ（ＧＥ社製ＥＸＬ９３３０）と塊
状重合ABS（日本エーアンドエル製AT-05）の比率を７０；３０であったものを９０；１０
にしたところ、難燃性粒子及び難燃助剤を１質量部の配合でも、HBからUL-94V－１レベル
となり、著しく難燃性が向上した。
　さらには、実施例６のようにシリコーンにて被覆した水酸化マグネシウムを５質量部に
増やして添加したところ、V-1からV－０レベルとなり、著しく難燃性が向上した。
【００９９】
　ところで、シリコーン共重合ＰＣ（シリコーン共重合ＰＣ－Ａ；オルガノシロキサン０
．１質量％含有）で試験した実施例７は、実施例１のシリコーン共重合ＰＣ（ＧＥ社製Ｅ
ＸＬ９３３０；オルガノシロキサン６質量％含有）と比較して、V-０からV－２レベルと
なり、難燃性が低下した。そこで、実施例８にてシリコーンにて被覆した水酸化マグネシ
ウムを実施例１の２０質量部から３０質量部に、かつ、ホウ酸亜鉛を１０質量部から２０
質量部に増加した結果、UL-94 V-0を達成し、難燃性が向上した。
　さらには、実施例９にてシリコーン共重合ＰＣ（シリコーン共重合ＰＣ－Ｂ；オルガノ
シロキサン１０質量％含有）で試験した結果、実施例７のシリコーン共重合ＰＣ（シリコ
ーン共重合ＰＣ－Ａ；オルガノシロキサン０．１質量％含有）と比較して、V-２からV－0
レベルとなり、著しく難燃性が向上した。
【０１００】
　一方、比較例１のシリコーンを含有しないPC（帝人化成製Ｌ－１２２５Ｙ）と乳化重合
ABS（日本エーアンドエル製GA-704）はコーンカロリメータの発熱速度が５８０、UL-94HB
の燃焼速度が３３となり、難燃性が劣る。また、比較例２のシリコーン共重合ＰＣ（ＧＥ
社製ＥＸＬ９３３０）と乳化重合ABS（日本エーアンドエル製GA-704）はコーンカロリメ
ータの発熱速度が47０、UL-94HBの燃焼速度が15となり、比較例１よりシリコーン重合PC
を配合した分難燃性が向上する。さらには　比較例３のシリコーン共重合ＰＣ（ＧＥ社製
ＥＸＬ９３３０）と塊状重合ABS（日本エーアンドエル製AT-05）はコーンカロリメータの
発熱速度が３８０、UL-94HBの燃焼速度が０となり、比較例１及び２より難燃性が向上す
る。
【０１０１】
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【表１】

【０１０２】
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【表２】

【０１０３】
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【表３】

【０１０４】
　得られた結果から、シリコーン共重合ＰＣ樹脂（例　ＧＥ製ＥＸＬ９３３０）を配合す
ることで難燃性微粒子を少量添加することにより難燃性を得ることができ、機械的特性も
良好であることがわかる。また、被覆層を有する水酸化マグネシウムを用いることにより
、ＰＣの発泡を抑制することができることがわかる。
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